
 

 

 

■実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜令和８年３月時点＞ 

 

■主な事業概要　※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

 交付限度額 2億 6278 万円　　　 
 うち令和７年度　交付決定額 2億 6278 万円（100%）
 うち令和８年度　交付決定額 ―円（―%）
 残額 0円（0%）

 生活者支援

 ◆プレミアム付デジタル商品券事業　　事業費：５，２８３万円　　※食料品特別加算を活用 

　物価高騰の影響を受けている市民等を支援するため、キャッシュレス決済サービス「PayPay アプリ」を活用し、購入金額にプレミアム率を上乗せしたデ

ジタル商品券（１口７千円相当の商品券を５千円で販売。プレミアム率２０％。）を販売する事業。 

 

◆キャッシュレス決済ポイント還元事業　　事業費：５，０３６万円　　※食料品特別加算を活用 

　市民や市内中小・小規模の飲食店・小売店等を支援するため、キャッシュレス決済におけるポイント還元により生活者の負担軽減や市内経済への消費喚

起を図る事業。 

 

◆水道料金の減免事業　　事業費：９，１９６万円 

　市内の水道利用者（住民・事業者）に対して、水道料金のうち基本料金部分について、４か月相当分の料金を減免。 

　上水道、簡易水道、簡易水道組合及び小規模水道組合の水道利用者が対象。

 事業者支援

 ◆生産性向上及び賃上げ環境整備支援事業　　事業費：２，０００万円 

　賃上げ表明をした上で生産性の向上に資する設備投資をした場合に補助金を交付する事業。 

・雇用者給与等支給額の増加割合が１.５％以上の場合、補助上限：２００万円、補助率：設備導入費用の１/４ 

・雇用者給与等支給額の増加割合が３.０％以上の場合、補助上限：２００万円、補助率：設備導入費用の１/２ 

 

◆上野原市福祉施設等物価高騰対応重点支援金交付事業　　事業費：１，５６０万円 

　市内に所在する医療施設等における令和８年１月～３月分の光熱費や食料費の高騰への補助金を交付することで経営安定化を図る事業。

令和７年度補正予算　重点支援地方交付金の活用状況について 

山梨県上野原市


